
■改定率に関する資料（井原市水道事業経営戦略における財政シュミレーション） 

 

１．目的 

 水道事業及び簡易水道事業を事業統合し水道料金も統一した場合の収支見通しから、令和１１

年度時点で安定経営（資金残高５億円）を維持することができる料金水準を試算する。 

 

 

２．上水道と簡易水道を事業統合し料金統一した場合の収支見通し 

○令和４年度で事業統合し現行上水道料金統一したと仮定          （単位：千円） 
 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

収益 868,038 839,615 824,388 813,774 804,221 797,071 792,599 784,121 

(うち給水収益) 512,918 511,306 507,015 503,950 501,339 500,322 496,344 493,961 

費用 871,695 837,537 834,914 829,088 824,488 817,259 820,009 826,156 

収支差額 -3,657 2,078 -10,527 -15,314 -20,268 -20,189 -27,411 -42,036 

資金残高 1,000,187 717,232 528,044 293,929 80,082 -110,536 -396,796 -578,783 

（参考） 

企業債残高 
4,329,294 4,460,173 4,418,825 4,322,188 4,074,591 3,921,780 4,041,073 3,806,188 

 

 

３．令和１１年度時点で安定経営（資金残高５億円）を維持することができる料金水準を試算 

①総括原価の算定 

水道料金算定要領に基づき、総括原価方式により総括原価（目標給水収益）を算定する。こ

の総括原価は、算定期間内の営業費用・支払利息・事業報酬（資産維持費）の総額であり、給

水収益を総括原価と同等に確保できれば、算定期間中の健全経営が可能となる料金水準であ

る。 

算定期間  ： 令和４年度～令和８年度の５年間 

建設投資  ： 基幹水源地、基幹配水池、基幹管路の耐震化、機械電気設備の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表１ 総括原価の算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定の結果、事業統合以降の５年間の総括原価の平均は593,972千円となった。 
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〇料金の改定率（事務局試算１５．８％）について 

 

①上水道と簡易水道が事業統合し、料金を統一する場合の料金水準を試算するため、まず、統合

後に必要な総括原価を試算した。 

 算定の結果、総括原価は 593,972 千円となった。 

 

②総括原価を賄うだけの給水収益が確保できれば、算定期間中の健全経営が可能となるため、令

和４年度の水道料金の見込み（512,918 千円）をもとに、１５．８％の改定率を導き出した。 

 

③１５．８％の料金引上げのみでは算定期間５年間の健全財政は可能だが、令和１１年度時点の

資金残高５億円という目標の達成が困難であるため、企業債を毎年、6,250 万円追加発行する

ことで現金支出を抑え資金残高を確保することとした。（企業債の追加発行を行わず料金をさ

らに引き上げて資金を確保しようとした場合の改定率は２８％程度） 

企業債を追加発行することについて、追加発行をしない場合は令和５年度をピークに減少す

る見込みであったものが、高位で概ね横ばいで推移することとなるが、経営上やむをえないと

判断した。 

 

 

○料金改定（１５．８％）と企業債の追加発行をした場合の収支見通し 

          （単位：千円） 
 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

収益 949,181 920,504 904,597 893,498 883,533 876,222 871,121 862,265 

(うち給水収益) 594,061 592,195 587,224 583,674 580,651 579,473 574,866 572,105 

費用 871,695 838,162 836,164 830,963 826,988 820,384 823,754 830,499 

収支差額 77,486 82,342 68,433 62,535 56,545 55,838 47,367 31,766 

資金残高 1,143,830 1,003,639 955,910 862,144 787,609 733,309 579,890 527,518 

（参考） 

企業債残高 
4,391,794 4,585,173 4,606,325 4,572,188 4,387,091 4,294,572 4,471,929 4,292,858 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■第２期人口ビジョン（R3.3）の人口推計を用いた検証 

 

〇経営戦略の給水人口推計 

 H30(実績) R2 R5 R8 R11 R2→R11 

第１期人口ビジョン（井原市推計） 39,761 38,923 38,131 37,385 36,737 △5.6％ 

第２期人口ビジョン（井原市推計） 39,761 38,781 37,295 35,908 34,657 △10.6％ 

第２期人口ビジョン（社人研） 39,761 38,781 37,206 35,654 34,145 △12.0％ 

経営戦略（給水人口予測） 31,029 30,375 29,757 29,175 28,669 △5.6％ 

給水人口（第２期人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ市推計） 31,029 30,264 29,105 28,022 27,046 △10.6％ 

給水人口（第２期人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ社人研） 31,029 30,264 29,035 27,824 26,646 △12.0％ 

 

 

 

 

○第２期人口ビジョンの井原市推計をもとに改定率を試算すると１７．３％となった。 

 （第２期人口ビジョンの社人研の推計値を用いると改定率は１７．４％） 

 さらに、企業債の追加発行（6,250 万円/年）を 600 万円程度上乗せする必要がある。 

○先に示した１５．８％の改定率のままだと、令和１１年度時点の資金残高は 3 億 9,500 万円（目標

５億円） 
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